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要       旨 

 

１ 作成の背景 

近年の情報通信技術（ICT）の進展や社会のデジタル化によって、生活世界の中で価値

を具現化するサービスが重視される社会への移行が加速している。それにより、サービス

事業者のみならず、市民にとってもサービス学の知識や思考を修得する重要性が増大して

いる。今やサービスは経営学や経済学だけでなく、工学や情報学領域でも重要な研究対象

であり、多様な研究が行われている。それにもかかわらず、サービスに関する学問の体系

化は十分でなく、発信主体も多様であることから、社会経済が抱えるさまざまな課題に十

分に応えられていない状態である。日本学術会議ではこのような問題意識の下、経営学委

員会と総合工学委員会合同でサービス学分科会を設置し、社会の変化とニーズに応えるべ

く、学問としてのサービス学の体系化と高等教育機関における具体的な教育実装の方法に

ついて審議を重ねてきた。サービスを大学等で体系的に教育するためのサービス学分野の

参照基準は、平成 29年(2017年)に日本学術会議から報告されている。本提言では、サー

ビス化する社会の中で、市民も含めた個人が主体的に活躍するために涵養すべきサービス

学の鍵概念や考え方を整理すると共に、サービス学の参照基準を活用して、サービス学を

体系的に教育するための実装方法を示す。さらに、サービス化社会の実現に向けて、市民、

産業界、教育組織、国・政府の役割と必要な体制について提言する。 

 

２ 現状及び問題点 

サービスとは提供者と受容者が価値を共創する行為である。ICTや AI技術により、市民

は個々の生活世界において、多様な新しいサービスを得られるようになった。新しいサー

ビスエコシステムでは、市民は資源の提供者としてサービスの質や設計そのものに積極的

に関わることになる。すなわち、これまでのような企業・組織がサービスの提供者で、市

民がその受容者という固定的な役割ではなく、サービスの価値は提供者と受容者の双方が

能動的に自らの知識やスキルなどの資源を提供し、それを統合することで生み出されるの

である。そして共創価値の水準を上げるためには、市民自らも価値の共創者であることを

自覚し、積極的に参画することが求められる。また、企業や組織はサービスを提供する側

としての能力開発だけでなく、サービスの提供とその過程への参加、役割の変化への対応

など、特定の職種と関連した高度な専門職として、サービスを創造する人材が必要となる。 

このようにサービスを中心とした社会（サービス化社会）への移行の中で、高等教育機

関には、学際的な研究の推進、優れた専門性の獲得のための教育、実務的能力を含めた社

会への適応能力の涵養のための社会連携の３つを、同時に実現する教育研究組織の構築が

要請されている。しかし従来の教育は、サービス提供者（生産者）としての能力を高める

ため、専門性の追求に大きな努力を割いてきた。特に、資格取得などが必要な領域におい

ては、未だに技能教育と職種を結びつけた教育に留まっているところが少なくない。本提

言が示すサービス学を実装している事例は国内外を見てもまだ僅かである。 
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サービス化社会を先導する人材を育成するためには、従来の技能教育と専門的な職種を

結びつけた教育に加えて、サービス学の枠組みを学ぶ基礎的な科目の充実、サービス学の

考え方を各専門領域に応用した科目の設置、これらの知識の実践的で自足的な応用に関す

る科目群の開発が不可欠である。それと同時に、これらの科目を的確に教育できる教員の

養成とカリキュラム開発などの支援体制の構築が必要である。 

 

３ 提言「サステナブルで個人が主体的に活躍できる社会の構築に向けて」 

(1) 市民の役割 

  サービス化社会では、市民はサービスの受容者であると同時に提供者にもなる。サー

ビスの受容者としての市民は、良いサービスとは自分のニーズを充足するか否かだけで

はなく、地域コミュニティ、社会、地球環境等との共益の観点からも評価し、地球市民

としてより望ましいサービスを選択することが求められる。一方、シェアリングやクラ

ウドファンディング等のサービスでは、市民は車、家、資金などの資源の提供者となり、

サービスの質や設計そのものに主体的に関わることになる。このようにサービス化社会

では、サービスの受容者であり提供者である市民の振舞いが、社会のサステナビリティ

を規定する割合が大きくなる。市民はより適切に振舞うために、市民自らがサービス学

の知識や思考を学ぶ必要があり、そのために、サービス学を生涯にわたって学習する機

会を文部科学省や教育機関は提供することが求められる。 

(2) 産業界の役割 

  生活世界のさまざまな主体(人間)がインターネットで繫がる IoH(Internet of Human)

の実現により、人間を中心とするサービス化社会は高度化する一方で、産業界と市民、

及び、市民間の知識面での格差が進み、プライバシーの侵害やセキュリティリスクも高

くなる。産業界はこれらの格差の解消に努め、自らも市民社会の一員としてルールを遵

守し、イノベーションの成果を広く市民社会と共有すると共に、より良いサービスを市

民や組織間で共創できるような人材育成を自ら行い、実行すべきである。 

(3) 高等教育機関の役割 

高等教育機関は、サービス学の参照基準に基づき、サービス思考を身につけるための

基礎科目、サービス化社会での職種別の応用科目、学術とサービス化社会との持続的連

携を図る実践科目といった体系的な科目を設置すべきである。さらに、既存の資源をい

かして早急にサービス学教育を実装し評価するために、サービス学に関わる高等教育機

関は、複数の高等教育機関、学協会、産業界と協働でサービス学教育を補強・増強する

組織（センター）を創ることを検討すべきである。 

(4) 国・政府の役割 

サービス化社会の実現のためには、国や政府は、市民間の取引ルールの制定、個人情

報の利用に関するルールの改訂などの社会基盤の整備が急務である。また、高等教育機

関がサービス学教育の実装に必要な体制を整備し促進するための施策を、文部科学省は

講じるべきである。さらに、市民が生涯にわたってサービス学を学習できる機会につい

ても、文部科学省を中心に早急に整備すべきである。
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１ サービス学がもたらすビジネス・社会変革 

 (1) サービス化社会：市場中心から生活世界中心への移行 

  サービス化社会とは、物財が経済活動の中心にある社会にくらべて、知識・情報・感

情など非物質的便益の生産が中心的な重みを持つ社会である。「サービス」は、日本学

術会議が平成 29年（2017年）９月８日に公表した報告「大学教育の分野別質保証のた

めの教育課程編成上の参照基準サービス学分野」[1]の中で、「サービスとは提供者と

受容者が価値を共創する行為である。サービスは人間を含むシステムにおいて持続的か

つダイナミックに生産・提供・消費される。」と定義されている。ここで、提供者をサ

ービスを設計し共創する場を提供するもの、受容者をその場に参加して共創活動に参加

するものとする。サービスには提供者と受容者という二つの主体が関わるが、それら主

体間のやり取りの過程で、提供者と受容者というそれぞれの役割が入れ替わることもあ

る。サービスが成立するネットワークシステムは、サービスエコシステムとも呼ばれ、

その中での提供者・受容者の範囲は広く、BtoB, BtoC に限らず、地域社会や個人対個人

など多様な関係性が含まれる。また，やり取りは無形なもの，有形なもの両方を含む。

例えば、医療サービスでは受容者である患者が症状を、サービス提供者の医師に正確に

伝えることで正しい診断ができ、治療法（サービスの生産）が決まる。その後、医師の

服薬や食事などの指示（サービスの提供）を守って療養する（サービスの消費）ことで

回復が早まる。次回の治療時に、医師の指示に沿って療養した結果を患者が医師に伝え

る（サービスの生産）ことで、医師は自分の治療方針の妥当性を知る（サービスの消費）

ことができる。患者と医師は共創関係にあり、持続的かつダイナミックな相互作用を繰

り返すことで、患者にとっての価値が生まれ、同時に病院や医師にとっての価値も生ま

れると考えられる。このように、サービスは主体間の共創的プロセスそのものである。

従来は、サービスは有形財であるモノとの対比から、形のないモノ、無形財として特徴

づけられていた。そして、両者は同じ「財」として市場での取引の対象とされてきた。

しかしながら、市場という経済的な時空間で行われる取引は、実は、サービス提供者と

受容者の共創的プロセスのごく一部に過ぎず、ある提供者が提案した価値が、受容者に

受け入れられた段階でしかない[2]。むしろ、サービスの共創的プロセスとその価値が

具現化される主要な場は、市場よりも生活世界という社会的な時空間であろう。例えば、

教育サービスは、授業料の支払い（市場取引）と実際に教育を受けて価値を享受する時

空間は異なる。そして、教育サービスの真価は、授業や課外活動といった時空間（生活

世界）において、教員（提供者）と学生（受容者）による相互作用を通じて共創された

ものによって決まるのである。 その意味では、市場は生活世界の一部であり（図１）、

生活世界を考える際に、このようなサービスに関する知見は有用である。 

近年の経済社会の成熟化に伴い、人々の求める価値は物質面から精神面に移行してい

る。日本でも国民の 62%がモノの豊かさより心の豊かさを求めている[3]。このような市

場取引では満たせない豊かさを求める傾向が、市場外の財の利用の拡大という現象を引

き起こしている。物質的豊かさを追求して環境を破壊してきたことへの批判は、国連の
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持続可能な開発目標（SDGs）への取組の拡大、サーキュラーエコノミー、シェアリング

エコノミーなどの台頭からもみてとれる。社会学・経済学分野でも、市場で取引された 

 

 

 

 

 

 

 

図１ サービス化社会 

（出典）経営学委員会・総合工学委員会合同サービス学分科会において作成 

 

モノの付加価値を国レベルで集計した GDPが真の豊かさとは乖離しているという指摘や、

物質的な生活水準に加えて、心理面の幸福や、社会的繋がり、健康、文化、教育などを

加味した新指標の提案が相次いでいる。ブータンの国民総幸福量(Gross National 

Happiness: GNH)[4]、国連開発計画の人間開発指標(Human Development Index;HDD) [5]、

OECDの「より良い暮らし指標(Better Life Index:BLI)[6]などはその例である。  

  

(2) 情報技術とサービス化社会 

 このようなサービスを中心とした社会への移行は、情報通信技術（ICT）の進展、結

果としての社会のデジタル化によるところが多い。社会のデジタル化は、多様で多数の

データの処理技術と判断のための AI技術の進展を促している。これらの技術はサービ

スの基盤となっている。例えば、インターネット上の無料の検索・email・メッセージ

ング・地図・動画音楽配信などは市場取引の対象ではないが、今日、多くの消費者によ

って広く利用されている。プラットフームと呼ばれる場の登場により、サービス提供者

と受容者の役割の入れ替えが容易になり、進んで、プラットフォーム上で様々なグルー

プ活動が構成できるようになった。それは声を上げにくい弱者の集まりや、地域社会の

課題解決グループの構成に役立ち、新しいサービスを生んでいる。特に、地方の文化を

残しつつその地域活性化を図る試み中でも役立つ。すなわち、市場を介さない財の生産

と消費の多くはインターネット上で実現しており、従来からの BtoBあるいは BtoBtoC

という市場を前提とした価値に限定されず、CtoC（Consumer to Consumer）や CtoB

（Consumer to Business）といった消費者が中心となる多様なビジネス形態によって価

値が生み出されている。消費者はこれらのサービスをプラットフォーマーから無償で得

る代わりに、個人情報を（多くの場合）無償で提供し、その情報がプラットフォーマー

の広告収入などの収益を生み出す資源となる。これらネット上の無料サービスの利用を

いくらで諦めるかを消費者調査で問うという方法で総額を推計すると、その経済価値は

2017年には 10兆ドルを超えている[7]という。ICTの進展は、無形財の同時性（生産と
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消費は同時に起こる）というサービス・マネジメント上の強い制約を緩和したという意

味でも、サービスの普及に大きく貢献している。 

  先述の医療サービスの例の患者の説明、医師の個々のアドバイスなどの無形財は、薬

や医療機器などの有形財と同様に、医療サービスというプロセスに投入される資源であ

る。提供者と受容者のもつ有形財・無形財を含む資源の統合が ICTによって格段に容易

になったことは工学分野、製造業にもサービタイゼーションという形で変化を起こして

いる。サービタイゼーションは製造業が IoT(Internet of Things)などの技術を使用し、

これまで生産してきたモノの財と無形財を統合したサービスを提供するというもので

ある。このように、すべてのモノとモノが繋がる IoT、さらには SNSなどで人間と人間

が繋がる IoH（Internet of Human）が実現されたことにより、今後、サービス化社会は

ますます進展するものと考えられる。  

 

 (3) サービス学の重要性 

   サービス学は、モノの生産、交換、消費を中心に捉えられてきた問題を異なる視点か

ら理解し、既存の理論や実践を包含しながら新しい知識の体系を作り出すことを目的と

している[1]。前述したように、モノを中心とする市場取引よりも、生活世界の中で価

値を具現化するサービス化への進展は、サービス事業者のみならず、価値共創の担い手

である消費者や市民に対しても、サービス学の教育・研究の重要性を示唆するものであ

る。  

  サービスが生活世界における共創的プロセスであるということは、そのプロセスに参

加する参加主体の判断に社会の有り様が規定されるということでもある。例えば、持続

可能な開発目標（SDGs）で 12番目に掲げられた「持続可能な消費と生産のパターンを

確保する」、すなわち、「つくる責任、使う責任」は、限られた資源の有効活用を、行

政や産業界のみならず市民が自覚して初めて可能になる。シェアリングやクラウドファ

ンディングのように遊休資産・資金の活用をして社会に役立てることを企図したサービ

スはサステナビリティをその基本理念にスタートしているが、サービスへの参加者の行

動が伴わなければ、画餅に終わる。「作りすぎない」「使いすぎない」という責任を各

主体が果たすことを可能とするサービスの設計・管理・実践といったサービスに関する

教育の体制を整えていくことが急務である。  

  さらに、今日、生活世界にサービスの場が移行したことにより、いまだ手付かずの新

たな、かつ、巨大なビジネス領域が生まれており、その領域を創造し、適切にマネジメ

ントできる人材の育成が求められている。  
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２ サービス学とは  

 (1) サービス学の論理基盤 

① 人間、サービス、価値共創、利用価値、文脈価値 
サービス学とは「サービスに関する総合的な学問体系」[1]であり、サービス提供

者と受容者間の価値の共創性を含めたシステムに関する理論と実践方法を提供するも

のである。そこで以下、サービス学を考える上での論理基盤について順に述べていく。 

まず、サービス化社会の主役たる人間はどのように捉えることができるか。言い換

えれば、生活世界で主体的に自由に振る舞う人間とは何かである。 

繰り返すまでもなく、生活世界に暮らす人間にとって市場は目的ではなく、より良

い生活を送るための手段に過ぎない。よって、生活世界での主体的な人間をどのよう

に捉えるかが重要となるが、サービスが新たな価値を生むということからすれば、人

間は価値創造者[8]として理解できる。つまり、人間は自身が望む生活、人生を創造す

る個別的な存在である。しかし、自分だけの能力では解決できない場合、他者からの

手助けを必要とし、その手助けこそがサービスに他ならない。つまり、サービスは価

値創造に際して受容者が不足する能力（ナレッジ・スキル）を提供者が補うためのも

のである。したがって、サービスとはナレッジ・スキルを適用する行為をいう[2]。こ

こで、受容者にとっての価値を、受容者と提供者が相互作用プロセスを通じて一緒に

なって創り上げることを価値共創という。それでは、共創によって生まれる価値はど

のようなものであるか。 

ひとつは、それがモノを購買することではなく、消費・利用することによって生ま

れることから利用価値[8]ということができる。また、共創された価値は、受容者が何

らかの背景（文脈）のもとで独自に判断することから文脈価値[2]でもある。両者の違

いは共創価値の何に焦点をあてるかにある。前述のように、サービスは相互作用プロ

セスとして捉えられるが、これまで形のない財（モノ）としてサービスが理解され、

モノと同じように市場取引されてきたのもまた事実である。そこで混乱を避けるため

に、モノとしてのサービスとプロセスとしてのサービスを区別すれば、前者をサービ

シィーズ、後者をサービスと呼ぶことができる[2]。そして、そのように区別すれば、

従来のサービス研究の多くは、実はサービシィーズ研究であった、もしくは、両者が

区別されることなく研究されてきたといえる。 

一方、プロセスとしてのサービスにおいては、まずは相互作用を担う主体同士を一

対一の関係として捉えることができる。その際、重要なことは、利用価値、文脈価値

そのものが何かではなく、それがどのようなプロセスで共創されるかという点にある。 

しかし、一対一の関係を構成する各主体は、それぞれ、また、別の主体からサービ

スが提供されており、それぞれがネットワーク的な広がりをもつことから、全体をサ

ービスとサービスの繋がりとして捉えることができる。とはいえ、それは、あくまで

も行為主体間のつながりを包括的に明らかにするものであり、それが、そのままサー

ビス化社会を示しているわけではない。留意すべきは、第一にサービス化社会の中心

に人間をおくということであり、第二に人間に向けた何らかの主体によるサービス提
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供とそのサービス提供を可能にする他の主体によるサービス提供の連続的な関係をシ

ステムとして明らかにするということである。 

次に、サービスが提供者による受容者に対する能力の付与を意味していることは、

すでに述べた通りであるが、それら能力を資源の一角を為すものとして捉えるなら、

サービスという相互作用は、提供者と受容者の能力が統合されていくプロセスである

ことから、資源統合そのものとして理解することができる。したがって、資源統合の

連鎖的関係を示したものがサービスに関するエコシステム（サービスエコシステム1）

ということになる。 

 

② 交換価値と経済的交換、利用価値と社会的交換 
市場はモノとカネが取引を通じて等価交換される時空間であり、これまで形のない

財（モノ）として捉えられてきたサービス（サービシィーズ）も、事前的な交換価値

をもつものとして経済的交換（市場取引）の対象とされ、モノと同じようにカネと等

価交換されてきた。しかし、プロセスとしてサービスを捉えるならば、モノとサービ

シィーズとの間には決定的な相違がある。なぜなら、ここにプロセスとは主体と主体

が相対(あいたい)する相互作用プロセスを意味しており、モノの場合は、主体同士の

供給者と需要者が相対するのは一度だけであるが、サービシィーズの場合は、市場取

引後の生活世界で二度目の相対がサービスの提供者と受容者との間でなされるからで

ある。さらに、そこにおいては、交換価値とはまったく別の価値として、新たに利用

価値が生まれる点にも留意する必要がある。つまり、利用価値は市場での経済的交換

ではなく、生活世界で繰り広げられるサービスの授受を内実とした社会的交換によっ

てはじめて共創されるのである。 

そして、こうした理解に立つなら、これまでサービス（サービシィーズ）は、それ

が提供される前に市場で等価交換されてきたのであり、それは、サービスが未等価交

換を強いられてきたことを意味している。ここで市場と同じように等価の原則にした

がうとするなら、生活世界で共創された利用価値に対して等価であることが必要とな

る。そして、前述の如くその価値判断が受容者である人間によってなされること、ま

た、そもそもサービスが個別的な対応であることを踏まえるなら、受容者たる人間の

価値判断は実に多様なものとなる可能性があり、そのことは、サービス化社会が人間

中心社会であることと深く結びついている。 

 

 ③ サービス、価値共創、企業システムの成果とサービス化社会 
 サービス化社会では、すべての企業をサービス企業として捉えることが必要である。

つまり、サービスは受容者が主導するものであることから、サービス化社会の企業は

その中心に据えられた人間へのサービスを担う企業（BtoC）も、その企業にサービス

                                                 
1 Lusch and Vargo[2014]によれば、サービスエコシステムは「共通の制度的ロジックとサービス交換を通じた相互的な価

値創造によって結びつけられた資源統合アクターからなる相対的に自己完結的でかつ自己調整的なシステム」[9]として定

義されている。 



6 
 

を提供する企業（BtoB）もすべての企業がサービス企業となる。受容者そして、サー

ビス提供にあって、モノあるいはサービシィーズを伴う場合にはじめてそれらへの関

与がおこる。それは、モノあるいはサービシィーズに焦点をおき、いかにそれらを作

り、売るかという作り手／売り手の論理を明らかにすることに終始してきた工業化社

会とはきわめて対照的といえる。 

   このように考えると、サービス化社会におけるサービス企業にとって、最も重要な

ことは、人間との接点をどのように構築するかということになる。しかし、ICT によ

ってすべての主体が繋がる今日、サービスプラットフォームという形で接点を構築す

るのはこれまで以上に簡単なことである。例えば、キャッシュレス化の進展は、サー

ビス企業における顧客接点の構築をより容易なものにする。そして、接点が得られた

なら、次には双方向型コミュニケーションの下でサービスが提供され、サービスの提

供者と受容者との間で相互に作用し合うことになるが、それがスパイラルアップを伴

う共創プロセスとして進む中で、受容者にとっての利用価値が生み出されていく。 

   先にも触れたように、サービスはもともと能力（ナレッジ・スキル）という資源を

適用することを意味しており、サービス提供によって実現する価値共創は受容者の能

力と相俟って資源統合としても理解することも可能である。よって、それら資源を有

す企業は、まさに資源の束として捉えられるのであり、何れの資源をもって人間から

のサービス要求に応じるかは、企業の機能的な態様を決めることになる。つまり、プ

ロセスとしてのサービスを起点に、流通、生産といったさまざまな機能の何れにどこ

まで関与するかということである。そのことは当該企業の意思決定に委ねられるが、

まずは、今日、すべての企業がサービス企業として、その先端にサービス機能をもつ

ことになる。よって、モノあるいはサービシィーズに焦点をあて、生産を起点とし、

流通に向けた企業の垂直統合ではなく、サービス提供による価値共創を起点とし、逆

に流通や生産に向け、垂直統合された企業の態様が示されることになるが、それらは

機能的には多種多様なバリエーションを企業システムにもたらす。例えば、人間との

接点を構築し、それを通してサービスのみを提供する企業、サービス提供に伴うモノ

に市場での共同購入という形で流通機能に関与する企業、市場を介した共同開発をお

こなう製造機能にまで関与する企業が考えられ2、最終的に、それらはサービスエコシ

ステムを形成する。 

   そして、人間を中心としてこのサービスエコシステムをみるなら、それは、サービ

ス化社会を描くことに繋がる。ところで、こうしたサービス提供による価値共創を中

軸に据えた企業の成果はどのように考えたら良いか。それは、先のサービスの未等価

交換をどのように克服するかということと深い関係がある。なぜなら、それは、サー

ビスがこれまで強いられてきた未等価交換を如何にして等価交換にするかという問題

                                                 
2 例えば、楽器を扱う S社は、当初、音楽のある豊かな生活を人々に送って貰いたいということから、楽器の演奏を教え

るビジネスを開始した。すなわち、サービスのみを提供する企業である。しかし、そうした中で、顧客（生徒）から自

宅でも練習できるように楽器の販売を求められ、流通機能に関与することとなり、さらに、自分だけの楽器が欲しいと

いう要望に応えるために楽器の製造まで手掛けるようになった。 
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だからである。そのためには、今日、サービスの相互作用プロセスによって共創され

た利用価値に対して等価の判断がなされることが求められている。それは、所有から

利用へと人々の関心が移行する中で、所有に対する等価ではなく、利用に等価である

新たなプライシングが必要なことを示唆している3。 

いずれにせよ、もし、サービスが未等価交換のままであるなら、言い換えれば、市

場での取引価格に依拠したままであるなら、その後のサービス提供において、提供者

は受け取った価格に見合うと自身が判断するサービスしか提供しようとせず、受容者

は支払った価格に見合うと自身が判断するサービスの提供を求めるが、そこから双方

の利益がもたらされるかどうかはわからない。これに対して、サービス提供からもた

らされる利用価値に応じた支払いを受容者の人間（顧客）がするのであれば、提供者

は利用価値を高めることに邁進し、その結果、提供者の努力に応じた多くの対価が支

払われる。また、その逆もあることから、提供者のサービス提供が人間（顧客）の真

意にもとづいて評価される。ここにサービス化社会が期待される大きな理由がある。 

 

(2) サービス学の領域                 

① サービス学の鍵概念 
それでは、サービス学にとって鍵となる概念とは何か。それは、サービスそのもの

の本質を言い表すものでなくてはならない。ここでは、相互作用性、関係性、プロセ

スという３つの鍵概念について述べる。 

第一の鍵概念は「相互作用性」である。モノ、サービシィーズは事前的であるが、

本提言が指し示すサービスの場合は、そういうわけではない。たとえ、提供者（受容

者）が受容者（提供者）に働きかけても、先方が応答しなければ、それは単なるワン

ウェイコミュニケーションに過ぎず、そこにサービスは成立しない。そして、新たな

価値も生まれない。したがって、サービスの第一の成立要件は相互作用性にあり、そ

れはサービスの中核概念となる。そして、主体者間に相互作用があれば、それは、両

者に何らかの関係が生じていることを意味する。第二の鍵概念は「関係性」である。

ここで、サービスにおける受容者と提供者の間の関係を、特にサービス関係という。

また、サービスは時間の経過の中で交わされるのであり、単なる短期的なマッチング

とは異なる。つまり、受容者と提供者は本質的に長期的な関係となる。 

最後が「プロセス」である。新しいサービス研究は、サービスをモノではなく、プ

                                                 
3 今日、ビジネスにおいて、サブスクリプション（定額制）という利用に焦点をあてたプライシングが注目されている。

それは、モノ、サービシィーズの事前的な交換価値に対して等価の支払い（等価交換）をおこなう、これまでの所有権

移転ビジネスにおけるプライシングを超えている。因みに、このサブスクリプションは、すでにコピー業界などで用い

られてきたが、それは、サービシィーズに対する支払いの仕組みでしかない。ここでいうのは、プロセスとしてのサー

ビス、すなわち、利用時における提供者と受容者の相互作用から生み出された新たな価値に対する支払いを定額でおこ

なうものであり、その狙いはまったく異なっている。さらに、プロセスとしてのサービスによって共創された新たな価

値に対して、サービスを評価する立場にある受容者が支払いたいだけ支払う PWYW（Pay What You Want）プライシング

[10]にも関心が寄せられている。すなわち、それは、利用に等価の支払いを顧客が決めるというものであり、人間が中

心となるサービス化社会の道理に適ったプライシングといえる。 
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ロセスとして理解することからはじまった。したがって、受容者と提供者の相互作用

的な関係性もプロセスとして捉えられる。そして、相互作用の狙いがプロセスを通じ

て新たな価値を生むことにあることから、その相互作用プロセスは、時間が経過する

中で、より優れた遣り取りを生む。言い換えれば、相互作用プロセスとしてのサービ

スが交わされた結果、提供者、受容者双方の能力という資源がより洗練されていくの

である。すなわち、サービスのプロセスは、スパイラルアップしていくことになる。 

以上がサービス学における 3つの鍵概念であるが、これらのすべてをもってはじめ

てサービスは論じることができる。そして、学としてのサービスを考えるなら、これ

らの鍵概念を基にどのようなサービス学を導き出すことができるか、以降で議論する。 

 

② 新たな領域としてのサービス学 
 我々が目指すサービス学は、既存学問の学際的な領域において成立するのではなく、

それらを基盤としながらも、それらの上位に位置する空間に新たな領域として形成さ

れる。そこで、これまでの議論を整理し、サービス学の基盤となるような既存学問を

示すなら次のようになる。 

まず、サービス学の研究対象が人間の生活世界（図 1参照）にあることから社会学、

生活学（生活科学）、心理学（社会心理学）を基盤として、価値創造者としての人間が

いかにして自身にとっての価値を創造しているかを明らかにする必要がある。そのう

えで、不足するナレッジ・スキルを補うべく他からのサービス提供をもとにした価値

共創が解明されることになる。その際には、サービス学の鍵概念である相互作用、関

係性、プロセスと密接な関連をもたせることが重要となる。また、サービス提供によ

る価値共創において、モノ、サービシィーズが必要であれば、それらは市場（図 1参

照）を経由して獲得されることから、これまでの商学、経営学、経済学といった市場

との関わりの深い学問がその基盤となる。とりわけ、商学に属す消費（者）行動、購

買（者）行動、マーケティング、サービシィーズ・マーケティング、サービス・マー

ケティング、サービス・マネジメントが重要となる。一方、サービスのサイエンスと

いうことからすれば、工学、情報学などを基盤とし、サービス・オペレーション、サ

ービス工学、ネットワーク論といった学問が必要となる。 

すなわち、サービス学は、人間が主体的、中心的な社会を構築するためにきわめて

重要な役割を担う学問であり、その発展と普及は喫緊の課題となっている。 

 

(3) サービスの提供者と受容者の役割と課題 

今後展開すると考えられるサービス化社会では、企業活動に限定されず生活世界全般

でサービス活動が活性化する。ここで人々の交換の基盤となるのは、これまでのような

経済的価値ではなく、サービスエコシステムの中で共創的に創造される価値（以下「共

創価値」）である。共創価値とは、サービスの提供者と受容者の双方が能動的に自らの

知識やスキルといった資源を提供し、それを統合することで生まれる。このようにして

共創される価値は、提供者・受容者双方にとって有益なものであり、必ずしも財務的価
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値とは限らない。生活世界重視への社会の変化に伴い、企業経営においても、非財務価

値を重視した経営や企業評価の重要性が高まっている。理念や社会的貢献への共感や賛

意、従業員との人的な紐帯など、感情や知識の価値の創造が、サービスエコシステムの

サステナブルな循環になくてはならない要素になったといえよう。 

   サービス共創価値の担い手である提供者と受容者は、その範囲と役割において、2つ

の点で特徴がある。1点目は、提供者、受容者といっても、その範囲は直接相対する企

業と顧客（もしくは、フロント従業員と顧客）に限定されない、ということである。サ

ービスにおいて上記の二者間の直接の相互作用はごく表面的な一部分であり、提供者も

受容者も自らが属する帰属集団があり、相互作用を媒介する企業にはサプライヤーやそ

の取引先がある。さらには、株主や債権者、監督官庁や地方公共団体などの行政機関、

地域社会などに相互作用の連鎖は及ぶ。サービスの生産と消費に関係する多くのステー

クホルダーがネットワーク的につながったものがサービスエコシステムであり、その構

成員すべてが価値共創の担い手となる。 

   ２点目は、サービスにおける価値共創活動では、サービスの提供者と受容者という役

割分担は、共創という時点ですでに固定的ではないという点である。BtoCのビジネスで

は、サービスエンカウンターでの受容者と提供者の相互作用のひとつひとつが影響し合

い、文脈を変化させ、時には提供者に、時には受容者に入れ替わる。BtoBの世界では、

ある製品についての材料や部品のサプライヤーと最終製品の組み立てメーカーの役割

は、別の製品に関しては逆転していることも多い。また、シェアリングエコノミーに代

表されるように、主要な資源の提供者がこれまで受容者とされていた消費者であるケー

スもある。この場合、企業は仲介者としてプラットフォームを提供し資源統合をするサ

ービス生産の中での一参加者となる。このように、提供者は受容者に、受容者は提供者

にと、役割は流動的になりつつある。 

   こういった構造変化の中で、提供者と受容者の役割、それぞれに求められる資質も当

然これまでとは異なる。まず、提供者はサービスを設計するが、設計の対象となるのは、

単にサービシィーズに埋め込む機能的な価値ではなく、サービスエコシステム全体のプ

ロセスである。その範囲は広範で、受容者のニーズ喚起から探索、申し込み、初期の提

供プロセスといった購入段階はもとより、その後の使用段階における相互作用、また、

受容者の情報シェアも含めたサービスの影響が及ぶエコシステム全体である。これらの

プロセスの設計においては、関係者が自ら積極的に資源を提供しようとする動機を高め、

提供しやすい仕組みと効果的な資源統合プロセスを作り、全体として共創価値の最大化

を図ることが必要となる。サービスは長期的関係性の中で、繰り返し生産と消費が生じ

るが、その度に資源そのものの質と統合プロセスは洗練され、共創価値を増大させるこ

とが企図されるのである。そのためには、提供者には提供するサービスのエコシステム

像が描けている、言い換えれば、世界観を持つことが求められている。エコシステム内

で適用されるインスティテュート（制約・規範・文化的認識）を理解または創造し、プ

ロセスの設計と実行に反映し、継続的なモニタリングと改善を行うことになる。企業、

特に製造業は製品に価値を埋め込む一方向の価値提供型ビジネスから共創型のビジネ



10 
 

スモデルへの変換が急がれる。受容者の教育を含む資源の取り込み方、エコシステムの

世界観とその範囲の特定、エコシステムにおけるインスティテュートの形成、共創価値

を評価する KPIの設定や人事制度などの体制整備も同時に必要になる。 

   一方で、受容者もこれまでのように受動的な存在ではありえない。デジタル化が進む

社会において ITリテラシーを高めることは、得られるサービスの質と共創価値向上に

は必須である。レストラン予約での連絡なしのキャンセルは、結果的に店側にサービス

料金やキャンセル料を上げること余儀なくさせ、全体としての共創価値を減らすかもし

れない。無駄な資源の浪費を防止するシェアリングビジネスは、参加者の良識ある行動

が成立の前提条件になっている。 

   より大きな共創価値を得るためには、共創の当事者である受容者自身がよりよい共創

者となること、すなわち、エコシステムの一員であることを自覚し、対象サービスに関

するリテラシーや資源提供能力を高め、提供者との間、受容者同士、またその他の関係

者との長期的関係を維持発展させる努力をすることが必要になる。あるサービスエコシ

ステムにおいてより良い共創者となるためには、法律や規制でペナルティが明確に定め

られていない事柄でも、長期的な共創関係を阻害すると考えられるサービスの提供者を

拒否し、また、自らのも共創関係を阻害する行動をしないことが重要である。そのため

には、受容者は能動的な存在となり、先述したエコシステムのインスティテュートを理

解する努力が必要になる。 

   以上から、 サービス化社会においては、提供者・受容者共に、これまでのような提供

者（企業）・受容者（消費者）という固定的な役割ではなく、異なる役割を持ちつつも、

両者ともが共創価値を創造する担い手となるのである。この役割の転換と拡張が予想さ

れる中で、両者に共通する課題は、来たるべきサービス化社会への意識と行動の転換で

あり、そのためのサービス学の教育・研究の充実が急務と考えられる。 

 

(4) サービス化社会を担う人材像 

サービス化社会が実現する過程では、既存の産業体系の変化が急速に進むことが想定

される。従来の機械と人間の関係も AIの発達によって、大幅な代替が発生することが

予想され、従来の技能教育にも修正を加える必要が出てきている。サービス学では、こ

れらの技術の発達と社会の変化に積極的に関与し、より良い社会を構想できる人材を育

成することを目指している。そのためには、人間を中心においたサービスの提供とその

過程への参加、また役割の変化への対応など、特定の職種と関連して高度な専門職とし

てサービスを提供する個人のあり方にも修正されるべき要素が出てくる。一方的にサー

ビスを提供する側としての能力開発だけではなく、相互作用の水準を高めるための能力

開発や多くの知恵を集めながらイノベーションを推進していく能力など、従来の学校教

育では涵養することが難しかった能力が求められるようになっている。こうした目標を

達成するため、従来の技能教育と職種を結びつけた教育に加えて、サービスを提供する

側、受容する側の相互作用を加味した科目、持続可能なシステムを構築するための考え

方や技術を学ぶ科目などの設定が望まれる。科目の中では、人間を取り巻くサービスの
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実現、サービスを効果的に行い受容するための枠組み、相互作用の中でイノベーション

を起こしていく考え方などが教授されることになる。そこで、想定される人材像は、人、

モノ、情報を柔軟に組み合わせながら、新しい「サービス」を継続して開発、提供し管

理できる能力を持つ人材とそうした「サービス」をつなぎ合わせるために主体間の相互

作用の開発、管理ができる人材である。 

 

３ サービス学の教育方法 

 (1) 人材育成としての高等教育機関の現状と課題 
高等教育機関には、従来通りの学際的な研究の推進、および、優れた専門性の獲得に

加え、実務的能力を含めた社会への適応能力の涵養のための社会連携の３つを同時に実

現する教育研究組織の構築が求められている。これらに、２章(4)に示した、サービス

化社会による高等教育機関への要望である「サービスの受容者と供給者との相互作用」、

「技能と職種との対応」、「持続性を高めるための技術や思考」を加える場合、高等教

育機関には次のような課題が生じる。 

 
① 複雑さが増すサービス化社会との持続的連携に必要な問題解決力 

従来の教育は、サービス提供者（生産者）としての能力を高めるため、専門性の追

究に大きな努力を割いてきた。大量生産や大規模なサービス提供設備を有する組織の

運営は分業によって実現されてきた。しかし、この分業を前提とした社会経済のあり

方に変化が生じるにしたがって、前述したようにサービス提供者と受容者の間の垣根

も曖昧になってきていることが指摘されている。 

高等教育機関においては、従来の専門性の定義を再度検討する必要があるだろう。

19世紀以降に急速に蓄積された科学技術に根ざした知的財産は、これからの社会の変

革に必要な知識として広く共有・継承される必要がある一方で、今後は、前節で示し

たように「持続可能な社会」の実現に向けてどの様な提供者や受容者のあり方が望ま

しいのかを検討する知的基盤の整備に、より一層の努力が図られるべきである。 

サービス学が対応しようとする社会的な課題については、従来、経営学、工学、医

学、教育学など様々な分野で研究、教育がなされてきた。その長い歴史を持つ学問的

な伝統に依拠しつつ、提供者と受容者が相互に影響し参照し合う様な社会における問

題解決の方法を学ぶことが必要となっている。 

それぞれに尊重される存在としての提供者と受容者が共創的な関係を築くために

は、従来の狭い学問分野の知識だけではなく、学部教育全体で新しい社会経済につい

て体系的に学ぶことのできるカリキュラムが望まれる。 

 

② 現場の実践知の鍛錬までは未だ及んでいない職種別の専門教育 

現在のサービスに関する職業に就くためのプログラムの多くは、知識と技能に焦点

を当てた教育体系を取っている場合がある。医療、看護、福祉、輸送、観光、教育、
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保育などそれぞれの職業に就くための専門的な知識と技能の修得を目指したカリキュ

ラムは資格と連動して設定されている場合が多い。 

サービス化社会において重要な役割を果たすこれらの職業を志向する学生向けの

カリキュラムに、２章で提示したサービス化社会を総合的に理解するためのプログラ

ムが盛り込まれることが望まれる。それは、これらの職業に共通の課題を知ることで、

将来の職業選択に資すると考えられるからである。ただし、資格取得に関する科目を

学習するには、増大する知識、及び、複雑化するサービス提供場面に対応する技能の

獲得のために時間的な余裕がない。それを補完するには、職業に就いた後に行われる

継続教育の機会についても、高等教育機関が積極的に関わることで解決する側面があ

ると考える。 

 

③ 関係者間の相互作用を理解するためのサービス学基礎科目の未整備 

本提言で言及する経営系、工学系、情報系のカリキュラムには、部分的にサービス

学に対応する科目群が置かれている。そこでは、サービス・マーケティング、サービ

ス・マネジメント、サービス・サイエンスなどの科目の設置が散見されるものの、「サ

ービス」を中核としたカリキュラム体系は用意されていない。名前にサービスとつい

た学部、学科でも、実態は上述のサービス職種への就職を前提としたカリキュラムを

束ねたものとなっていて、その中核となる科目でサービス学に繋がるような科目が設

定されているわけではない。これは、サービス学の中核的な科目群と個々の職業教育

との関連が明確でないことが原因となっていると考えられる。 

 

 (2) 教育課題の解決の参考となる国内外における教育実装の展開事例 

① 国内外の事例・サービスと価値 
すでに欧米諸国では社会全般におけるサービス化が進展しており、大学、大学院の教

育の中でもサービスデザインをはじめとして、ICT と並んで、その重要性は認識され、

米国スタンフォード大学の d. School やスカンジナビア諸国（後述）のような実践的な

教育が行われている。一方で、本提言で想定しているサービス学の実装事例は、我が

国の学部教育でも既にその一部が取り入れられようとしている。その先駆的な試みと

して高度専門職業人の養成を目指す大学院の修士課程の事例から検討する。 

   ここで、取り上げるのは筑波大学大学院システム情報工学研究科社会工学専攻で行

われているサービス工学学位プログラムである。このプログラムは、2009年に採択さ

れた経済産業省の「産業技術人材育成支援事業」がベースになっている。2014年 4月

に開始されたこのプログラムでは、「効果性のサイエンス」、「効率性のサイエンス」、

「統合のアート」、「仮説検証とサービス進化」という４つの段階を通して、経営に

おける PDCAを理解するというカリキュラム構成となっている[11]。科目の内容は工学

系と経営学系の研究内容を元にしたもので、双方の背景を持つ教員団が担当している。

設計から実施、検証そして新しい試みへという一連の流れの中で、サービスに関連す

る理論と幾つかのサービス業での実践的な課題を研究することを目的としている。 
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   入学生は実務経験を持たない者が多いので、実務的な研究を行う上でのフィールド

を用意するなど、教員の努力によってカリキュラムが維持されている。入学生には相

応の数学的な知識が求められる。入学者は順調に集まり、プログラム修了生の就職先

も十分に確保されており、工学的なアプローチを基礎にしたサービスに関する教育の

良き実装事例と言えよう。しかしながら、サービスの職種別に多様な教育課程で分断

的に教育されている現状において、筑波大学の本事例のような体制を個別に設けるこ

とは人的資源面でも経済面でも困難であろう。その対応策については(3)④で述べる。 

 

② 価値共創などのサービス思考に関する基礎科目を含む教育コースの設計例 

次に取り上げるのは、スカンジナビア諸国におけるサービスに関する教育の事例で

ある。スカンジナビアでは、製造業の衰退や情報産業への経済のシフトに対応する仕

組みとして、サービス学の教育が行われている。例えばコペンハーゲンＩＴ大学で行

われているそれは、顧客経験を実体験を通じて学び、顧客の課題を解決するソリュー

ションをソフトウェアを活用し実装する方法を学ぶもので、サービス学の考え方を応

用したものである。また、コペンハーゲンビジネススクールの学部課程では、サービ

ス・マネジメント学科の下に観光･ホスピタリティコース、芸術･文化コース、サービ

スイノベーションコースの３つのコースが用意されている。コースは分かれているが、

個別のサービス産業について学ぶのではなく、サービスが生み出す価値に基盤をおい

たサービスの設計方法を中心に学ぶという考え方に沿っている。このような方針は、

本提言で提示したサービス学の考え方と共通する部分が大きいと考えられるだろう。 

   このようなスカンジナビア諸国の事例は、ビジネススクールや大学院との連携が充

実しており、我が国の教育実装を考える上で大いに参考になる。こうしたサービス思

考をデザインにいかすサービスデザインを、従来の情報工学部や芸術学部における

webやユーザーインタフェースの設計に取り入れる傾向が増えつつある。これらの学

部や学科では、サービス学のうち、顧客の経験価値の向上を目的とした科目を設定し

ている。 

   なお、サービスデザイン自体は幅広く応用されている考え方であり、技法も数多く

提案され実際のビジネス現場でも利用されている。サービス学の科目体系にサービス

デザインを加えることは、具体的な提供物の設計や顧客経験との関係を整理する上で

も重要な要素であると考える。 

 

③ 職種別のビジネスやマネジメントまで含む実践的専門教育の事例 

 千葉商科大学のサービス創造学部、西武文理大学のサービス経営学部は、国内では

数少ないサービスを冠した学部の事例である。両学部の共通点は、幾つかのサービス

業種に絞った科目設定を行い、受験生や社会に学習内容を分かり易く提示している点

である。特に、千葉商科大学では、比較的低年次からファッション業界や外食サービ

スなどの業界に焦点を当てた科目配置を行っている。 
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   また、阪南大学の流通学部に設定されているサービスマネジメントコースでは、ホ

スピタリティ産業を中心に、ブライダル、外食、コンテンツなどの科目が並んでおり、

業種を絞る傾向は同じである。カリキュラム全体の中心は人的サービスの提供を伴う

オペレーションにおける知識の習得であり、サービス学が視野においている教育内容

と重なっている部分もある。 

   近年、多数設置されている観光系の学部・学科でも同様の傾向が見られ、特定の職

種に焦点を当てた科目設定が行われている。以上、幾つかの事例を検討すると、医療

サービス、福祉サービス、看護サービスなどのように資格と関連した分野の科目設定

に比べると、経営的な要素を強く意識した科目設定が行われていることも特徴となっ

ている。   

 

 (3) 教育課題を解決するために必要な教育実装の方法 

① 教育実装の方針 
学部におけるカリキュラムについては、サービス学を教授していくための部分的な

要素はかなり整備されているように見られる。ただし、教育実装という視点からは、

特定の領域で応用的な立場でサービス学の考える要素（提供者と受容者の相互作用か

ら得られる共創価値、利用価値の重視、顧客経験の理解など）が利用されている。し

かしながら、そうした考え方が提示されてきた理論的背景などを体系的に理解するた

めの科目が不足しているように感じる。したがって、教育実装を考える上で、「サー

ビス学の枠組みを学ぶ基礎的な科目の充実」、「サービス学の考え方を各分野の状況

に対応させる応用的な科目の設置」、「これらの知識の実践的で自足的な応用に関す

る科目群の開発」という３つのフェイズに基づく科目の設計が重要となる。 

 

 ② サービス学の参照基準に基づく科目設定 

   日本学術会議報告「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準サ

ービス学分野」（以下「サービス学の参照基準」）[1]から示唆される３つのフェイズ

に基づく科目の基本構造を示す。 

 

ア サービス思考を身に着ける基礎的な科目 

    サービス学の参照基準では、基礎的な科目の持つべき要件として以下の４つを取

り上げている。 

a.サービスに関する歴史的な考察： 社会経済的な「サービス」の変遷と学術研究

の変化 

b.サービスの社会経済における位置づけ： 現代の社会の成り立ちと「サービス」

の位置づけ 

c.技術とサービス： サービス生産に関する技術の変化とその影響 

d.人々の生活におけるサービスの変化： サービスの変化が人々の生活に与えてき

た仕組み 
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    基礎的な科目では、従来設置がされなかったような、サービス学の基礎となるべ

き概念や社会的変遷に関する科目の設置を提唱しており、それぞれ後ろに続く科目

体系によって重点を置くべき部分に違いが出てくる。 

a.は共通の要素として考えられるが、b.は社会科学系の学問分野ではより深く掘

り下げた内容が望まれる。c.に関しては、技術系の学問分野で複数年次に渡って科

目が設定されても良いし、演習科目として設置することも考えられる。d.に関して

は、人文学も含めて幅広く教養系の科目の中で、社会経済のあり方が変化し、目指

すべき社会がサービスを中心とした社会へと変化していく様子を理解させること

が必要となる。d.は a.と並んで高等学校の課程との接続性が望まれる。社会のあり

様が、交換の増大による社会の富の増大から価値を中心とした生活の質や持続可能

性を重視した社会へ転換しつつあることについて、概念的なレベルでの理解が望ま

れる。 

既存の学問体系をいかしてサービス学基礎科目を実装する一例として、経営学系

の科目体系に、(2)②に示したスカンジナビア諸国の事例のような、サービス・マ

ーケティング、サービス・マネジメントなどの科目を加えて、流通、交通、運輸、

金融などの商学系の科目と再編成する方法が考えられる。また、情報処理系の科目

を充実させている学部の場合には、webやインターフェースの設計におけるサービ

スデザインの補足により、一層実践的なカリキュラムの構成が可能であり、サービ

ス思考の学修が可能となるであろう。 

 

イ サービス化社会で貢献できる職種別の応用的な科目 

サービス学の参照基準では、サービス学の実社会への応用を図る上で、理論的な

学修と技術的な学修の双方の必要性を述べている。理論的な側面に関しては、各学

問分野で培われた知識体系に加えて、サービス学が蓄積してきた知識体系を組み入

れる形で修正を行い、各分野で標準的な応用事例を提示する必要がある。例えば、

経営学の分野であれば、経験経済[12]、サービス・プロフィット・チェーン[13]や

サービススケープなど代表的な考え方に基づき、より個別の問題にアプローチでき

るようにすることも有用であろう。 

    工学分野での科目を想定すると、設計段階から使用場面を想定しながら、新しい

発想で利用価値を生み出すような実習的な科目の設定が望まれる。工学的に優れた

製品が使用場面に合致するように設計を行うことは、サービスを提供しながら共創

的な関係を発展させるというサービス学の考え方を基礎とすることが望ましく、実

際にデザイン思考などの講義も設定されてきている。 

    スタンフォード大学の d.Schoolの事例など、既に実績のある教育プログラムが存

在しているので、これらの科目と連携しながら、ともすれば技術教育に偏りがちな

点をサービス学の考え方を使うことで補強できると考える。 

 

ウ 学術とサービス化社会との持続的連携を図る実践的な科目 
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  実践的な科目では、既に各分野において資格などと連動して学ぶべき内容を詳細

に決定している分野もあるが、これらの分野であっても近年の新しい技術や社会経

済の変化に対応するために、サービスに関する新しい知見を取り入れながら、標準

的な科目体系を見直していく必要がある。 

    もちろんサービス提供の現場では既に教育体系の変更が試みられているところも

あるが、情報システムやインターネットの導入、グローバルな事業展開などの変化

を、的確に高等教育機関のカリキュラムに適応する中で、サービス学の考え方の取

り入れが行われることが望ましい。現場での教育では、ともすればオペレーション

の円滑な運営や効率性の追求に多くの努力が払われ、共創性を高めるためのサービ

ス提供者とサービス受容者との関係の調整、双方の力量の理解といった視点が欠け

る場合がある4からである。 

    その点を修正するためにも、サービス学で考える「持続可能なシステムの維持」

という視点は、実践的な科目において理解されることが有用である。特に、医療や

福祉などの分野では、非営利組織の運営の特徴を踏まえた、より実践的な科目設定

が考えられる。現時点では、卒業後に設定されている科目も課程内での実施が望ま

しい。例えば、医療サービスの提供者に対する教育であれば、患者が自立すること

を促し、患者と医療従事者が共同でより良いサービスを提供するためには何が必要

かを学ぶ機会を付与する試みなどが既に行われており、こうした試みに理論的な基

礎を提供することもサービス学にとっては重要な役割であろう。一方、市民は、医

療サービスの受け身的な受容者ではなく、自らより良い医療サービスとなるように

積極的に関与し選択できるようになることが求められる。サービス学ではそのため

の基礎的な知識だけでなく、他のサービス事例や演習などを通じて、自律した患者

像をイメージし、能動的なサービス利用者になるための教育を実践的に行うことが

必要である。 

 

③ 評価方法 

 サービス学の参照基準では、多面的な評価方法の採用が謳われており、教育課程に

おける評価基準においても断片的な知識の蓄積だけでは無く、高度な知識を利用でき

る技能、複雑に変化するサービスの提供現場における対応能力を含めた評価基準を採

るべきである。その際に、従来の職能教育との整合性が十分に準備される必要がある。

高等教育機関が教員によって提示された課題に対する評価だけに依存してしまうと、

学習者の到達点が限定されてしまうことになる。 

                                                 
4 例えば、UberEats のようなサービスでは、料理の提供者側の効率や経済的な価値だけでなく、受容者のニーズや利用(消
費)価値、料理の運び手の資源と能力を的確に理解し、それらの組み合わせでサービス内容および提供過程を設計すること

が不可欠となる。さらに、その仕組みがサステナブルであるためには、SDGｓの観点から「作りすぎない」「使いすぎな

い」という責任を各主体が理解し果たすことも必要である。サービス学を学ぶことにより、具体的なサービスをこのよう

に総合的な観点から、設計、管理、実践することが可能になると考える。 
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   近年の医師養成課程に取り入れられている福祉施設での現場実習を義務化するとい

ったような試みを低コストで実現することで、評価視点の多様化を進めることが求め

られる。 

 

 ④ サービス学の教育実装に必要な体制 

サービス学の教育を実施するにあたっては、少なくとも２つの体制を整える必要が

ある。 

まず、前項で示したサービス学の骨格をなす科目を的確に教育できる教員の育成で

ある。教員は、基礎的な科目、応用的な科目、実践的な科目で高い専門性を有するこ

とが必要であり、大学院の課程でサービスに関する研究に携わることが望ましい。加

えて、研究実績だけでなく、サービスに関する実践的な教育経験を蓄積できるような

体制も必要となる。現状では、育成は主に経営学系、工学系の大学院で行われること

が多いが、応用的な科目への対応力を高めるためには、上記以外の分野でも教員のサ

ービス学に関する教育機会の確保が望まれる。 

 もうひとつは、サービス学に関するカリキュラム開発とその支援体制の構築である。

サービスに関わる各領域において、教育カリキュラムの単元毎に必要な教材を開発す

るだけでなく、ワークショップや演習を効果的に組み合わせて、サービス学を体系的

に教育することが求められている。そのため、サービス学の学術的な研究成果をどの

ように学部教育に盛り込むか、わかりやすい教材開発や実践的な科目設置に関する支

援体制が必要である。しかしながら、3(1)のサービス学教育の現状と課題の中で明示

したように、サービスの職種別に多様な教育課程で分断的に教育されている現状にお

いて、各教育組織でこれらの体制を個別に整備することは人的資源面でも経済面でも

困難であろう5。その対応策のひとつとして、東京大学を中心とする「数理・データサ

イエンス教育強化拠点コンソーシアム」の取組み[14]は大いに参考になる。これは、

ビックデータを的確に解析し、その知見を学術の発展や社会に還元できるデータサイ

エンティスト人材育成への要請[15][16]を受けて、文系理系を問わず、全学的な数理・

データサイエンス教育を推進する拠点として、文部科学省の支援を受けて展開されて

いる取組みである。具体的には、東京大学、北海道大学、滋賀大学、京都大学、大阪

大学、九州大学の研究センターが協働で、モデルとなる標準カリキュラムや教材を作

成し、各大学内のサービス関連領域で共有するだけでなく、全国のさまざまな大学へ

の展開支援も行っている。もちろん、サービス学はデータサイエンスとは異なる学問

領域である。しかし、サービス学は文系理系を問わずサービスの職種別にさまざまな

領域で教育されている、あるいは、今後サービス化社会への移行が進む中で、健全な

                                                 
5 3(2)で紹介した教育実装例で紹介したように、近年、職種別のビジネスやマネジメントまで含む実践的教育を展開して

いる学部もあるが、サービス学の鍵概念や思考をその理論的背景まで含めて網羅的に教育するカリキュラム体系には至っ

ていない。また、サービス・サイエンスに特化しているものの網羅的な教育を行っている筑波大学大学院の場合には、経

済産業省の支援を受けて整備を行っている。 
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市民生活を送る上でサービス学の概念や思考を体系的に学ぶ必要性がますます高まる

という点は、データサイエンス教育に対する社会的必要性と共通している。 

そこで、サービス学教育実装上の体制整備の対応策として、複数の大学が共同で関

連する学協会と連携しながら、サービス学教育を補強・増強する組織(センター)を設

置することを提案する。本組織（センター）は、サービス関連領域の特性やニーズを

十分に考慮しながら、サービス学の本質を系統的に学ぶための標準的カリキュラムや

教材の開発と提供を行う。また、サービス学に従事する教員の再教育や派遣を請け負

う組織としての機能も担う。各高等教育機関は、本組織（センター）が提供するこの

ようなサービスを活用することにより、従来の教育課程で不足している、あるいは、

さらに拡充したい教育サービスを展開できるようになると考える。ただし、本組織(セ

ンター)がこのような目的を果たすためには、データサイエンティスト人材育成プログ

ラム同様、サービス人材の育成を複数の教育機関で構築・運営するための具体的な施

策（例えば基盤整備や拠点整備に対する補助金事業など）を講じるべきである。 

 

４．提言「サステナブルで個人が主体的に活躍できる社会の構築に向けて」 

 (1) 市民の役割  
 来るべきサービス化社会では、企業活動に限定されず生活世界全般でサービス活動が

活性化する。すなわち、市民はサービスの受容者ではなく、企業や組織と共同してサー

ビス価値を創り出す主体となる。特に、近年の ICT及び AI技術の進展により、市民は、

個々の生活空間において、さまざまな提供者から、自分のためだけにカスタマイズされ

た多様なサービスを得ることができるようになっている。このように、生み出されるサ

ービスがカスタマイズされればされるほど、受容者である市民はその価値をどのように

評価するか、そこに人間としての良識が求められる。すなわち、当該サービスの価値は

自分にとっての短期的、自己中心的なニーズの実現にとどまらず、コミュニティ、社会、

地球環境への影響などの観点から多面的かつ長期的に評価することが求められるので

ある。これらの要請は情報社会や知識社会に生きる市民の役割としても認識されている。 

一方、新しいサービスエコシステムでは、市民はサービスの受容者（ユーザーや顧客）

としてだけでなく、車、家、資金といった資源の提供者として、提供者である市民同士、

あるいは、サービスの受容者と共に、より望ましいサービスの質や設計そのものに積極

的に関わることになる。しかも、このようなサービスの提供者となる市民は特別な層で

はなく、今後、多くの一般的な市民が従事することになることは容易に予想できる。市

民がサービスエコシステムに主体的に関与し、より健全で心豊かな生活を実現するため

の教養として、あるいは、エコシステムを介して広く社会に影響を与える当事者として

「サービス学」を修得することは不可欠である。 

  さらに、今後ますますサービス中心社会に移行することを考えると、バックキャステ

ィング的に「望ましい社会」を具体的に描く上で、サービスに関する知識や思考を学び、

理解することは重要であろう。市民が「サービス学」の知識や思考を修得し、生活世界

で展開される健全な共創活動に主体的にかかわることができるサービス化社会の実現



19 
 

こそが、サステナブルで個人が主体的に活躍できる社会といえよう。そのために、サー

ビス学を生涯にわたって学習する機会を、文部科学省や教育機関は提供すべきである。 

 

 (2) 産業界の役割  
日本の産業は高度成長期から、高性能で高品質なモノ（製品)を低価格で世界のさま

ざまな市場に提供してきた。しかし、多くの産業において、品質の高さや機能の多さ、

あるいは、価格の安さを強みとすることには限界がきている。本提言では、a.モノは心

豊かな生活を営むための手段でしかないこと、すなわち、モノそのものに価値があるの

ではなく、モノの利用にこそ価値があること、b.利用価値は受容者の利用によって作り

上げられるものであること、さらにその利用に提供者が関わることでより良いサービス

が提供できる可能性があること、c.企業・組織はモノやサービスを設計し共創の場を提

供する「提供者」であるだけでなく「受容者」でもあること、といったサービス学の考

え方を紹介してきた。このような考え方は、どのような産業や職業においても必須であ

る。すなわち、顧客と直接関わる部署からそうでない部署まで、顧客経験、利用価値へ

の関わりへの理解などを人材育成過程で的確に教育する必要がある。そして、サービス

学の論理基盤や諸概念を体系的に理解すると共に、自らが関連する企業間や社会とのネ

ットワークを十分に理解して、市場の背後にある生活世界をも巻き込んだサービスエコ

システムの創造が求められている。 

ICTや AIの進歩は、IoTを経て、生活世界におけるさまざまな主体(人間)がインター

ネットで繋がる IoHの実現を可能にする。これにより、価値共創の場の整備が広がり、

人間を中心としたサービス化社会の高度化への期待が高まるものと考えられる。しかし

一方で、企業・組織と消費者・市民間の知識の格差が進み、プライバシーの侵害やセキ

ュリティリスクもこれまで以上に高くなってくる。産業界がこれらの格差解消に積極的

に努力することはもちろん、自らが市民社会の一員としてルールを遵守し、イノベーシ

ョンの成果を広く市民社会と共有する姿勢を持つことが必要である。さらに、より良い

サービスを市民や組織間で共創できるような人材育成を自ら行うことが不可欠である。

来るべきサービス化社会においては、産業界の役割は市場における経済価値創出から、

生活世界での共創価値創出へと移行する。したがって、産業界は市場における経済価値、

すなわち、短期的な財務成果のみに注力するのでなく、サービスによって創造される長

期の共創価値重視へと、組織戦略そのものを移行することが求められる。 

 

(3) 高等教育機関の役割 
高等教育機関は、従来の役割である研究の推進、高度な専門性の鍛錬、社会への貢献

に加え、サービス化社会を牽引する人材を育成するために、専門性と職種との対応の明

確化、価値共創のためのサービス思考の補完、持続性を高めるための実践的な技術や知

識の鍛錬が重要となる。これらを達成するために、まずは既存の学部教育の変革からは

じめることが現実的であろう。 
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具体的には、サービス学の参照基準に基づき「サービス思考を身につけるための基礎

科目」、「サービス化社会で活躍するための職種別の応用科目」、「学術とサービス化

社会との持続的連携を図る実践的科目」の設置を検討する必要がある。新たな科目を新

設するためには、従来の職能教育との整合性を保ちつつも、複雑に変化するサービスの

提供現場への対応能力に関する多様な評価項目を現場と協力して設定することが求め

られる。 

また、サービス学教育のための新たな科目や評価を担当する教員の確保、育成を要す

る。サービス学が先行している海外における研究の動向も把握しながら、日本のサービ

ス化社会の牽引に必要な内容を取捨選択することにより、段階的実装が可能となるので

ある。さらに、既存の資源をいかして早急にサービス学教育を実装するために、サービ

ス学に関わる高等教育機関は、複数の高等教育機関、関連する学協会、サービスを具現

化する産業界と協働でサービス学教育を補強・増強するための組織（センター）を創る

ことを検討すべきである。 

 

(4) 国・政府の役割 
 サービス化社会の実現のためには、市民間の取引ルールの制定や個人情報の利用に関

するルール作りなどサービス化社会の基盤の整備が急務である。現在、そのような試み

が部分的に進んでいるが、製造企業のモノの取引を前提としてできあがってきた社会の

仕組みを無理に適応させる努力が払われているのが実情である。社会が共創価値創出に

移行しようとする際、国家的な支援が必要になる。例えば、産業界に対しては、非財務

指標の統計的整備や、産業間を跨いだサービスを提供する際の規制のあり方、より良い

受け手となるための市民への啓蒙活動などである。 

望ましいサービス化社会の実現のためには、将来起こりうる事態を想定して、提供者

も受容者もより良い状態を作り出す努力が必要であり、公平で公正な負担とは何かを国

民が納得できる証拠を提示する必要がある。そして、共創的な社会活動の意義が明確な

証拠を元にして理解されるためにも、高等教育機関における授業科目の中にサービス化

社会の実現の重要性を理解する内容を付加することが求められる。このことは、社会に

とって価値のある活動や試みに積極的に関わろうとする意識を高め、持続可能なサービ

スエコシステムへの関心を持つことにも繋がる。 

これらの目的を達成するためには、本提言で繰り返し主張してきたように、サービス

の提供者、受容者も含めた持続可能なサービスエコシステムの構築に必要な知識や技能

の修得の機会を、高等教育機関が中心となって創ることが重要であるが、文部科学省は

それを促進するための施策（例えば、基盤整備や拠点整備に対する補助金事業など）を

具体的に講じるべきである。さらに、市民が生涯にわたってサービス学を学習できる機

会についても、文部科学省を中心に早急に整備すべきである。 
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＜用語の説明＞  

1）有形財 

物理的なかたちをもち、目で見たり触ったりできる有形の財。 

2）無形財 

有形財に対して、物理的なかたちを持たない財。 

3）サーキュラーエコノミー 

循環型経済。従来の大量生産・大量消費・大量廃棄の経済モデルに代わる、地球環境や

労働環境にも持続可能性をもたせるための経済システム。原材料を中心の資源循環の効率

化だけではなく、既存の製品や有休資産の活用などによって価値創造の最大化を図る。欧

州の資源循環政策でもある。 

4）シェアリングエコノミー 

インターネットを介して個人と個人の間で使っていないモノ・場所・技能などを貸し借

りするサービス（シェアリングエコノミー協会定義）。 
5）CtoC（Consumer to Consumer） 

消費者間で行なわれる取引。フリーマーケットやネットオークションなどが代表例。シ

ェアリングエコノミーでのモノや場所のシェアも含まれる。 

6）CtoB（Consumer to Business） 

個人が売り手となり、企業が買い手となる商取引。 

7）IoT(Internet of Things) 

モノのインターネット。センサー機器、 アクチュエーター、建物、車、電子機器など様々

なモノがインターネットで繋がり、サーバーやクラウドに集約され、データ処理、変換、

分析、連携ができることをいう。 

8）IoH(Internet of Human) 

ヒトのインターネット。IoTのようにモノや機械だけでなく、スマートフォンやウエア

ラブルデバイス（時計やメガネなどの装着可能なデバイス）によって人間もインターネッ

トに繋がること。 

9）サービタイゼーション 

製造業が IoT(Internet of Things)などの技術を使用し、これまで生産してきたモノの

財と無形財を統合したサービスを提供する動きをいう。サービサイジングと呼ばれること

もある。 

10）価値共創 

企業がモノに価値を埋め込んで顧客に一方的に提供するのでなく、顧客の情報やネット

ワークなどの資源を活用して、両者の双方向的な活動から価値を創り出すこと。このよう

な新たな価値が創り出されるのは、日々、人々が暮らす生活世界においてである。 

11）利用価値 

モノであれば、価値はそれが利用される段階で新たに創り出されるのであり、利用価値

はそのことを言い表すためのものである。 

12）文脈価値 
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価値はモノが利用される段階で新たに創り出されるが、その判断は、それが利用される

際の様々な背景（文脈）の下で行われることから、この文脈価値という用語が生まれた。 

13）サービシィーズ 

これまでサービスは、有形財としてのモノとの対比から無形財として特徴付けられてき

たが、今日、サービスをプロセスとして捉える考え方が台頭したことから、無形財として

のサービスをサービシィーズ、プロセスとしてのサービスをサービスと呼ぶようになった。 

14）サービスエコシステム 

サービスは提供者と受容者の相互作用プロセスであるが、提供者、受容者は、それぞれ

他の提供者、受容者との間においても相互作用を行っており、そうした連鎖的な相互関係

を全体として示すものをいう。 

15）未等価交換 

サービスは市場取引後に提供されるものであり、受容者との相互作用から新たな価値が

創り出され、そこで初めて価値判断がなされる。すなわち、サービス提供も新たな価値の

創出もなされていない市場取引時においては、サービスは未だ等価の交換に至っていない

ことになる。 

16）ナレッジ・スキル 

サービスとはナレッジ・スキルを適用することをいうが、その際のナレッジ・スキルは

知識と技能のことを指している。 

17）サービス工学 

モノが設計・生産・消費・利用・廃棄と続く製品の一生全体を通して理解されるのと同

様に、サービスをその設計から廃棄までの一生全体を通して理解し、サービスの設計に役

立てる体系。そこで重要なことは、サービスが提供者と受容者の相互作用プロセスである

ということであり、そのことを踏まえたサービスの設計が望まれる。 

18）サービス・サイエンス 

 サービスは主にマーケティングや経営の領域で価値の創造や評価を中心に議論されてい

たが、製造技術の成熟や製品の飽和と共に製造業にも価値を加える必要性が認識された。

創造する価値を一層拡大するために、マーケティングや経営だけでなく科学や工学を加え

サービスの扱う範囲を拡張した。 

19）ユーザーインタフェース 

 情報システムを含む機械と利用者である人間との間で、要求や通知のやりとりのために

実装された仕組み。例えば、利用者がコピーボタンを押すとプリンターが複写した紙を出

力する、機械が閾値を超えた温度を計測するとブザー音鳴らし利用者へ知らせる、といっ

た仕組み。 

20）サービスデザイン 

 情報システムを含む製品自体の機能や性能を高めることへの偏重に対し、提供後の利用

者にとっての満足、魅力、新たな問題解決方法などの価値を予測し事前に作り込むことを

重視するデザイン。利用者の観察、利用者の体験の理解、利用者との共同設計などに基づ

くデザイン。 
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21）経験経済 

 経済活動の主な対象は、製品からサービスへと移行した後、さらに利用経験へと移った。

例えば、アップルウォッチやディズニーランドは、遊園地や時計という製品やサービスを

超え、利用時の魅力や感動を持続させることにより繰り返しや派生の経済活動に結び付く。 

22）サービス・プロフィット・チェーン 

 ビジネスにおいて、従来は利益拡大や顧客満足向上を目的に掲げてきた従来のマネジメ

ントに対し、成長や従業員満足を第一目標とすれば自ずと利益や顧客満足の改善につなが

るというマネジメントモデル。 

23）サービススケープ 

 サービスを提供する場に対する外観や環境。サービスに対し利用者が価値を感じる度合

いに影響する要因となる、美しい景観、適温、便利な施設、心地よい香りなど。 

24）d.School 

 デザインを通じて独自の可能性を発想し、新製品や新サービスを創造したり、イノベー

ションを起こしたりするために、スタンフォード大学に設立されたコース(Institute of 

Design at Stanford)。https://dschool.stanford.edu/ 

25）FinTech 

 ITを活用した革新的な金融サービスの総称。ICTや AIなどの高度な技術と技法により蓄

積された顧客情報とブロックチェーン技術などを活用することにより、顧客ニーズを起点

とした革新的かつ高度な金融サービス事業の展開を目指すもの。 

26）バックキャスティング 

 未来を予測する際に、現状や過去のデータに基づいて未来を予測（フォーキャスティン

グ）するのではなく、目標となる状態や制約となる状況を想定し、そこから現在に立ち戻

ってやるべきことを考える思考法。 

 

http://dschool.stanford.edu/
http://dschool.stanford.edu/
https://dschool.stanford.edu/
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＜参考資料 1＞審議経過 

「経営学委員会・総合工学委員会合同サービス学分科会」審議経過 

 

平成３０年 

   １月３０日  経営学委員会・総合工学委員会合同サービス学分科会（第１回） 

役員の選出、今後の進め方について 

   ７月１８日  経営学委員会・総合工学委員会合同サービス学分科会（第２回） 

分科会追加委員の承認及び小委員会設置について 

                トヨタ社におけるコネクティッドに関する事業・サービス 

令和元年   

１０月１８日  経営学委員会・総合工学委員会合同サービス学分科会（第３回） 

                  提言の内容に関する討議、シンポジウム開催について  

１２月１６日～１２月１９日 メール審議 サービス学分科会（第４回） 

          提言案「サステナブルで個人が主体的に活躍できる社会を構築する

ためのサービス学（仮）」の承認 

令和２年 

 ６月１１日   日本学術会議第２９２回幹事会 

          提言「サステナブルで個人が主体的に活躍できる社会を構築するサ

ービス学」の承認 

 

「社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会」審議経過 

 

平成３０年 

７月１８日  社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会（第１回） 

小委員会役員選出と設置目的・重点的に取り組むべき課題について 

９月２５日  社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会（第２回） 

シェアリングエコノミー協会からの講演後、技術革新がもたらす社会

課題とサービス学の役割について討論 

１２月６日  社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会（第３回） 

金融庁・経済産業省講演後、技術革新がもたらす社会課題とサービス

学の役割について討論 

平成３１年 

３月４日   社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会（第４回） 

サービスの社会性を踏まえたサービス学のグランドセオリー構築に

向けて、関連領域におけるサービス学の役割と課題についての議論、

今後の進め方について 

令和元年 

５月８日   社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会（第５回） 
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二つの小委員会からの報告、提言の構成案、公開シンポジウムについ 

て 

７月１６日  社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会（第６回） 

提言の構成案の確認、提言作成に関する討議と今後の進め方について 

８月２７日  社会におけるサービス学の役割とその振興に関する小委員会（第７回） 

提言の内容に関する討議、シンポジウム開催について 

 

「サービス学の教育実装に関する小委員会」審議経過 

 

平成３０年 

７月１８日  サービス学の教育実装に関する小委員会（第１回） 

小委員会役員選出と設置目的・重点的に取り組むべき課題について 

サービス学の位置づけについて討論 

９月４日   サービス学の教育実装に関する小委員会（第２回） 

「データサイエンス教育」の実装に関する講演後、学部向け横断型教

育としての実装方法や課題について討論 

１０月２４日 サービス学の教育実装に関する小委員会（第３回） 

「サービス工学学位プログラム」に関する講演後、カリキュラム設計、

修了後のキャリア形成、講師の育成などの課題について討論 

 

平成３１年 

１月２９日  サービス学の教育実装に関する小委員会（第４回） 

日本の大学におけるサービス学教育の事例報告の後、日本におけるサ

ービス学教育の実装の課題とその軽減方法について討議 

３月２７日  サービス学の教育実装に関する小委員会（第５回） 

スカンディナヴィアの学部大学におけるサービス学教育の事例報告の

後、日本におけるサービス学教育の実装の方向性と実現可能性につい

て討議 
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